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1.  平成21年12月期第1四半期の連結業績（平成21年1月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年12月期第1四半期 550 ― △68 ― △109 ― △76 ―

20年12月期第1四半期 1,507 △11.8 74 31.5 41 △32.1 20 △72.9

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

21年12月期第1四半期 △2.27 ―

20年12月期第1四半期 0.57 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年12月期第1四半期 19,614 9,203 46.4 270.55
20年12月期 20,783 9,323 44.4 274.36

（参考） 自己資本   21年12月期第1四半期  9,103百万円 20年12月期  9,232百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年12月期 ― 2.50 ― 1.75 4.25

21年12月期 ―

21年12月期 
（予想）

1.75 ― 1.75 3.50

3.  平成21年12月期の連結業績予想（平成21年1月1日～平成21年12月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

2,000 ― 150 ― 80 ― 50 ― 1.49

通期 5,250 △13.1 580 79.6 530 149.6 220 ― 6.54



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  
（注） 詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。 

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重
要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注） 詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

１．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいてお
り、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用に当たっての注意事項等につい
ては、４ページ【定性的情報・財務諸表】３．連結業績予想に関する定性的情報をご覧ください。 
 
２．当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基
準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年12月期第1四半期 42,099,076株 20年12月期  42,099,076株

② 期末自己株式数 21年12月期第1四半期  8,450,993株 20年12月期  8,449,439株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年12月期第1四半期 33,649,442株 20年12月期第1四半期 36,092,837株



当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、世界景気の下振れが懸念されるなか、企業収益は減少し、

雇用環境の悪化に伴い個人消費も低迷するなど、厳しい状況で推移いたしました。 

当業界におきましても、個人消費の低迷などの景気悪化の影響を受け、多くの企業が決算期を迎えるなか、施

設開発を見合わせる等の対応が多く、加えて金融機関の融資姿勢も引き続き慎重であり、厳しい市場環境となりま

した。 

このような状況下、当社グループは、創業来の「環境創造事業」の強化を図り、引き続きコスト構造を見直

し、財務体質の健全性強化に努めてまいりました。  

 当第１四半期連結会計期間の売上高につきましては、前連結会計年度に行った「施設運営事業」の契約変更に伴

い、前年同期に比べ約 610百万円減少したことに加え、上述のような厳しい環境の中にあって、選別受注を強化し

て受託数を厳選したことにより、売上高は 550百万円（前年同期比 63.5％減）となりましたが、利益面につきま

しては、原価削減・経費節減に引き続き取り組むことにより、営業損失 68百万円（前年同期は営業利益 74百万

円）、経常損失 109百万円（前年同期は経常利益 41百万円）に留まりました。又、特別損失として、貸倒引当金

繰入額や投資有価証券の売却損等の計上はありましたが、法人税等調整額の計上により、四半期純損失は 76百万

円（前年同期は四半期純利益 20百万円）となりました。 

（注）前年同期比増減率及び前年同期の金額は、参考として記載しております。  

 事業の種類別セグメントの状況につきましては、当社グループの主力事業であります「環境創造事業」において

は、現状の経済情勢を踏まえ、選別受注により受託数を厳選した結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は 347

百万円となり、営業損失 120百万円となりました。 

 「施設運営事業」においては、商業施設完成後に「事業主代行」として運営代行を行うことにより、安定的な収

益を目指しておりましたが、前連結会計年度において「施設運営事業」の仕組み変え（契約変更等）などを行った

結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は 203万円、営業利益 52百万円となりました。 

 所在地別セグメントの業績は、日本においては、売上高は 464百万円、営業損失は 61百万円となりました。

又、アジアにおいては、売上高 87百万円、営業損失は 6百万円となりました。  

（１）資産、負債及び純資産の状況 

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ 1,169百万円減少し、19,614百万円になり

ました。減少の主な要因は、借入金の返済、社債の償還による現金及び預金の減少 1,052百万円によるものであり

ます。 

負債は、前連結会計年度末に比べ 1,048百万円減少し、10,411百万円になりました。減少の主な要因は、長期

借入金の返済 662百万円、社債の償還 200百万円によるものであります。 

純資産は、前連結会計年度末に比べ 120百万円減少し、9,203百万円になりました。減少の主な要因は、四半期

純損失の発生、配当金の支払いによる利益剰余金の減少 135百万円によるものであります。 

定性的情報・財務諸表等

１．連結経営成績に関する定性的情報

２．連結財政状態に関する定性的情報



（２）キャッシュ・フロー  

 当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ 1,055百万円減少し、844百万円になりました。 

当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況と、それらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果、使用した資金は 68百万円となりました。これは主に売上債権の減少 221百万円、減価償却費  

35百万円及び貸倒引当金 41百万円の計上に対し、仕入債務の減少 148百万円、たな卸資産の増加 30百万円、税金

等調整前四半期純損失 148百万円の計上によるものであります。  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果、獲得した資金は 10百万円となりました。これは主に有形固定資産の売却 14百万円、差入保証金

の回収 10百万円に対し、短期貸付金の増加 10百万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果、使用した資金は 1,011百万円となりました。これは主に長期借入金による増加 1,924百万円に

対し、長期借入金の返済 2,628百万円、社債の償還 200百万円の減少によるものであります。 

 当社グループの業績は、施設開発の季節要因から、例年第２四半期以降に本格化する傾向にあり、第１四半期の

業績の傾向が、そのまま第２四半期連結累計期間又は通期の業績に連動するものではありません。当第１四半期連

結会計期間における業績については、当社の想定した業績予想の進捗と大きな乖離がないことから、平成21年２月

12日付当社「平成20年12月期 決算短信」にて公表いたしました連結業績予想に現時点では変更はありません。 

 該当事項はありません。    

①簡便な会計処理 

（一般債権の貸倒見積高の算定方法） 

 当第1四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が、前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認め

られるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。 

（固定資産の減価償却費の算定方法） 

 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法に

よっております。 

（法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法） 

  法人税等の納付税額の算定並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定に関して、加味する加減算項目や税

額控除項目を重要なものに限定する方法によっております。 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度末以降に経営環境等に著しい変化がなく、か

つ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度決算において使用した将来

の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっております。 

  

②四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理 

 該当事項はありません。 

３．連結業績予想に関する定性的情報

４．その他

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用



①「四半期財務諸表に関する会計基準」の適用 

  当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。又、「四半期連結財務諸

表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。  

②重要な資産の評価基準及び評価方法の変更 

 たな卸資産 

  従来、個別法による原価法によっておりましたが、当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関す

る会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分）が適用されたことに伴い、個別法による原価

法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。 

 尚、この変更による損益への影響はありません。 

③「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用 

   当第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱

い」（実務対応報告第18号 平成18年５月17日）を適用し、連結決算上必要な修正を行っております。 

  尚、この変更による損益への影響はありません。 

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更



５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年３月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 848,255 1,901,113

受取手形・完成工事未収入金等 936,443 1,126,299

有価証券 244 244

未成工事支出金 123,889 127,737

その他のたな卸資産 146,752 110,947

繰延税金資産 271,708 209,777

その他 588,574 476,275

貸倒引当金 △111,827 △69,054

流動資産合計 2,804,040 3,883,342

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 2,327,014 2,360,145

機械装置及び運搬具（純額） 14,737 16,327

土地 8,024,440 8,024,440

その他（純額） 53,234 54,623

有形固定資産合計 10,419,427 10,455,537

無形固定資産   

借地権 2,927,716 2,941,263

のれん 984,062 1,000,592

その他 6,711 14,522

無形固定資産合計 3,918,490 3,956,378

投資その他の資産   

投資有価証券 1,346,050 1,348,933

長期貸付金 372,490 377,520

差入保証金 291,634 301,584

会員権 158,653 159,353

破産債権、更生債権等 95,038 95,104

その他 703,945 700,138

貸倒引当金 △529,681 △530,527

投資その他の資産合計 2,438,132 2,452,109

固定資産合計 16,776,050 16,864,026

繰延資産   

社債発行費 34,427 36,369

繰延資産合計 34,427 36,369

資産合計 19,614,518 20,783,737



（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年３月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 538,758 661,569

短期借入金 2,211,608 2,265,596

1年内償還予定の社債 400,000 400,000

未払法人税等 5,550 24,524

未払費用 20,935 36,294

賞与引当金 14,760 7,380

その他 244,965 216,092

流動負債合計 3,436,577 3,611,456

固定負債   

社債 1,400,000 1,600,000

長期借入金 2,975,100 3,637,511

退職給付引当金 37,538 38,309

役員退職慰労引当金 129,500 127,200

長期未払金 1,002,904 1,002,904

繰延税金負債 1,018,832 1,031,344

その他 410,904 411,420

固定負債合計 6,974,779 7,848,690

負債合計 10,411,357 11,460,146

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,199,144 6,199,144

資本剰余金 4,612,561 4,612,561

利益剰余金 413,953 549,196

自己株式 △2,112,267 △2,112,187

株主資本合計 9,113,391 9,248,714

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △11,362 △8,148

為替換算調整勘定 1,519 △8,343

評価・換算差額等合計 △9,842 △16,491

少数株主持分 99,612 91,368

純資産合計 9,203,160 9,323,590

負債純資産合計 19,614,518 20,783,737



（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年３月31日) 

売上高 550,822

売上原価 344,475

売上総利益 206,347

販売費及び一般管理費 274,413

営業損失（△） △68,066

営業外収益  

受取利息 4,947

受取家賃 4,918

匿名組合投資利益 9,206

その他 6,221

営業外収益合計 25,294

営業外費用  

支払利息 40,569

支払手数料 14,620

貸倒引当金繰入額 6,324

その他 5,053

営業外費用合計 66,567

経常損失（△） △109,339

特別利益  

固定資産売却益 10,774

特別利益合計 10,774

特別損失  

固定資産除売却損 7,755

関係会社株式評価損 4,686

投資有価証券売却損 3,860

前期損益修正損 264

貸倒引当金繰入額 33,725

特別損失合計 50,292

税金等調整前四半期純損失（△） △148,857

法人税、住民税及び事業税 1,002

法人税等調整額 △74,443

法人税等合計 △73,440

少数株主利益 938

四半期純損失（△） △76,355



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純損失（△） △148,857

減価償却費 35,538

無形固定資産償却費 30,077

社債発行費償却 1,941

貸倒引当金の増減額（△は減少） 41,927

賞与引当金の増減額（△は減少） 7,380

退職給付引当金の増減額（△は減少） △771

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 2,300

受取利息及び受取配当金 △4,947

支払利息 40,569

為替差損益（△は益） 469

投資有価証券売却損益（△は益） 3,860

関係会社株式評価損 4,686

固定資産除売却損益（△は益） 7,755

有形固定資産売却損益（△は益） △10,774

売上債権の増減額（△は増加） 221,878

たな卸資産の増減額（△は増加） △30,634

仕入債務の増減額（△は減少） △148,976

その他 △106,134

小計 △52,713

法人税等の支払額 △16,053

営業活動によるキャッシュ・フロー △68,767

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の売却による収入 14,137

投資有価証券の売却による収入 3,725

短期貸付金の増減額（△は増加） △10,235

長期貸付金の回収による収入 5,030

差入保証金の回収による収入 10,000

利息及び配当金の受取額 1,410

その他の収入 2,381

その他の支出 △15,576

投資活動によるキャッシュ・フロー 10,874

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） △12,000

長期借入れによる収入 1,924,000

長期借入金の返済による支出 △2,628,399

社債の償還による支出 △200,000

自己株式の取得による支出 △79

配当金の支払額 △41,764

利息の支払額 △52,827

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,011,071

現金及び現金同等物に係る換算差額 13,060

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,055,903

現金及び現金同等物の期首残高 1,900,028

現金及び現金同等物の四半期末残高 844,124



 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。又、「四半期連結財務諸表規則」に従

い四半期連結財務諸表を作成しております。 

 該当事項はありません。 

  

当第１四半期連結累計期間（自 平成21年１月１日 至 平成21年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

当社グループの事業の種類別セグメント情報は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して「環境創造事業」

と「施設運営事業」とに区分しております。 

２．各区分に属する主要な業務 

当第１四半期連結累計期間（自 平成21年１月１日 至 平成21年３月31日） 

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

アジア・・・・・・中国 

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

〔事業の種類別セグメント情報〕

  
環境創造事業 
（千円） 

施設運営事業
（千円） 

合計
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結
（千円） 

売上高           

(1)外部顧客に対する売上高  347,113  203,708  550,822  －  550,822

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 －  －  －  －  －

計  347,113  203,708  550,822  －  550,822

営業利益又は営業損失

（△） 
 △120,392  52,326  △68,066  －  △68,066

事業区分 主要業務

環境創造事業 商業環境分野を中心としたソフト（基本構想・基本計画・基本設計）とハード（実

施設計・予算管理・施工監理）の提供 

施設運営事業 施設完成後の運営、マネージメント 

〔所在地別セグメント情報〕

  
日本

（千円） 
アジア
（千円） 

計
（千円） 

消去又は会社 
（千円）  

連結
（千円） 

   売上高           

 （1）外部顧客に対する売上高 463,230 87,591 550,822  － 550,822

 （2）セグメント間の内部売上高又は

振替高 
1,563 － 1,563  △1,563 －

計 464,794 87,591 552,385  △1,563 550,822

   営業損失（△） △61,195 △6,870 △68,066  － △68,066



当第１四半期連結累計期間（自 平成21年１月１日 至 平成21年３月31日）  

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

アジア・・・・・・・中国 

３.海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。 

 該当事項はありません。 

〔海外売上高〕

  アジア 計

Ⅰ 海外売上高（千円）  87,591  87,591

Ⅱ 連結売上高（千円）   550,822  550,822

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の 

割合（％）  
 15.9  15.9

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記



「参考資料」  

前年同四半期に係る財務諸表等 

（１）（要約）四半期連結損益計算書 

前第１四半期連結累計期間（自 平成20年１月１日 至 平成20年３月31日） 

科目 

前年同四半期
（平成20年12月期 
第１四半期） 

金額（千円）

Ⅰ 売上高  1,507,139

Ⅱ 売上原価  1,131,612

売上総利益  375,526

Ⅲ 販売費及び一般管理費  300,640

営業利益  74,885

Ⅳ 営業外収益  38,467

Ⅴ 営業外費用  71,355

経常利益  41,998

Ⅵ 特別利益  91,943

Ⅶ 特別損失  150,027

税金等調整前四半期純利益 △16,085

法人税、住民税及び事業税  4,500

法人税等調整額 △48,313

少数株主利益（控除）  7,026

四半期純利益  20,700
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